
国立大学法人京都大学教員のクロスアポイントメントの実施に関する規程等新旧対照表 

改   正   前 改   正   後 

 

   国立大学法人京都大学教員のクロスアポイン

トメントの実施に関する規程 

（平成２６年達示第５５号） 

 

（前 略） 

（クロスアポイントメントを実施できる教員） 

第４条 クロスアポイントメントを実施できる教員

は、次の各号に掲げる者とする。 

(1) （略） 

(2) 国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就業

規則（平成１８年達示第２１号。以下「特定有期

雇用教職員就業規則」という。）第２条第１号か

ら第４号までに掲げる者（以下「年俸制特定有期

教員」という。） 

（後 略） 

 

 

 

京都大学受託研究取扱規程 

（平成１６年達示第９７号） 

 

 （前 略） 

 （受入れの決定の通知） 

第７条 部局の長は、受託研究の受入れを決定したと

きは、総長及び委託者に当該研究に係る研究担当

者、研究に要する経費、研究期間等の事項を通知し、

及び当該部局の受託研究に係る事務を処理する共

通事務部（原子炉実験所、霊長類研究所及び附属図

書館にあっては部局事務部、環境安全保健機構、情

報環境機構、産官学連携本部及び国際戦略本部並び

に高大接続・入試センターにあっては当該機構等の

事務を行う事務本部の部）の長（以下「事務部の長」

という。）に報告するものとする。 

 （後 略） 

 

 

 

京都大学民間等共同研究取扱規程 

（平成１６年達示第９８号） 

 

 （前 略） 

 （受入れの決定の通知） 

第６条 部局の長は、共同研究の受入れを決定した

ときは、総長及び民間機関等に当該研究に係る研

究代表者等、民間等共同研究員、民間機関等が負

担する共同研究経費、研究場所、研究期間等の事

項を通知し、及び当該部局の共同研究に係る事務

を処理する共通事務部（原子炉実験所、霊長類研

究所及び附属図書館にあっては部局事務部、環境

 

 

 

 

 

 

 （クロスアポイントメントを実施できる教員） 

第４条 クロスアポイントメントを実施できる教員

は、次の各号に掲げる者とする。 

(1) （同 左） 

(2) 国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就業

規則（平成１８年達示第２１号。以下「特定有期

雇用教職員就業規則」という。）第２条第１項第

１号から第４号までに掲げる者（以下「年俸制特

定有期教員」という。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （受入れの決定の通知） 

第７条 部局の長は、受託研究の受入れを決定したと

きは、総長及び委託者に当該研究に係る研究担当者、

研究に要する経費、研究期間等の事項を通知し、及び

当該部局の受託研究に係る事務を処理する共通事務

部（複合原子力科学研究所、霊長類研究所及び附属図

書館にあっては部局事務部、環境安全保健機構、情報

環境機構、産官学連携本部及び国際戦略本部並びに高

大接続・入試センターにあっては当該機構等の事務を

行う事務本部の部）の長（以下「事務部の長」とい

う。）に報告するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （受入れの決定の通知） 

第６条 部局の長は、共同研究の受入れを決定した

ときは、総長及び民間機関等に当該研究に係る研

究代表者等、民間等共同研究員、民間機関等が負

担する共同研究経費、研究場所、研究期間等の事

項を通知し、及び当該部局の共同研究に係る事務

を処理する共通事務部（複合原子力科学研究所、

霊長類研究所及び附属図書館にあっては部局事務



改   正   前 改   正   後 

安全保健機構、情報環境機構、産官学連携本部及び国

際戦略本部並びに高大接続・入試センターにあっては

当該機構等の事務を行う事務本部の部）の長（以下「事

務部の長」という。）に報告するものとする。 

 （後 略） 

 

 

    

京都大学学術指導取扱規程 

 （平成２６年達示第３４号） 

 

 （前 略） 

 （実施決定の通知） 

第７条 部局の長は、学術指導の実施を決定したと

きは、総長及び依頼者に指導担当者、指導料、指

導期間等の事項を通知し、及び当該部局の学術指

導に係る事務を処理する共通事務部（原子炉実験

所、霊長類研究所及び附属図書館にあっては部局

事務部、環境安全保健機構、情報環境機構、産官

学連携本部及び国際戦略本部並びに高大接続・入

試センターにあっては当該機構等の事務を行う事

務本部の部）の長（以下「事務部の長」という。）

に報告するものとする。 

 （後 略） 

 

 

 

   京都大学安全衛生管理規程 

（平成１９年達示第８号） 

 

 （前 略） 

 （事業場衛生委員会） 

第２０条 本学に、事業場における次の各号に掲げる

事項を調査審議し、総長に意見を具申するため、安

衛法第１８条に定めるところにより、事業場ごとに

衛生委員会（以下「事業場委員会」という。）を置く。 

 (1)～(4) （略） 

（中 略） 

（委員会の運営） 

第２３条 

２～４ 

５ 事業場委員会に関する事務は、別表第２に掲げ

る事務部等が行う。 

６ （略） 

 （後 略） 

別表第２（第２３条関係） 

事業場衛生委員会の名称 担当事務部等の名称 

（略） 

熊取事業場衛生委員会 原子炉実験所事務部 

 

（略） 

部、環境安全保健機構、情報環境機構、産官学連携本

部及び国際戦略本部並びに高大接続・入試センターに

あっては当該機構等の事務を行う事務本部の部）の長

（以下「事務部の長」という。）に報告するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （実施決定の通知） 

第７条 部局の長は、学術指導の実施を決定したと

きは、総長及び依頼者に指導担当者、指導料、指

導期間等の事項を通知し、及び当該部局の学術指

導に係る事務を処理する共通事務部（複合原子力

科学研究所、霊長類研究所及び附属図書館にあっ

ては部局事務部、環境安全保健機構、情報環境機

構、産官学連携本部及び国際戦略本部並びに高大

接続・入試センターにあっては当該機構等の事務

を行う事務本部の部）の長（以下「事務部の長」

という。）に報告するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （事業場衛生委員会） 

第２０条  

 

 

 

 (1)～(4)  

 

 （委員会の運営） 

第２３条 

２～４ 

５ 

 

 

 

別表第２（第２３条関係） 

事業場衛生委員会の名称 担当事務部等の名称 

（同 左） 

熊取事業場衛生委員会 複合原子力科学研究所

事務部 

（同 左） 

（同 左） 

（略） 

（同 左） 



改   正   前 改   正   後 

 

 

 

   京都大学における放射線障害の防止に関する

規程 

（平成１３年達示第１１号） 

 

 （前 略） 

 （原子炉実験所の特例） 

第２０条 第６条第２項及び第３項、第９条第１項

から第４項まで、第１０条第２項、第１１条、第

１３条、第１４条、第１７条第４項、第１８条第

２項並びに第１９条の規定は、原子炉実験所に関

しては適用しない。 

 （後 略） 

 

 

 

   京都大学における核燃料物質の計量及び管理

に関する規程 

（昭和５２年達示第４０号） 

 

 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律（昭和３２年法律第１１６号）第６１条の

８第１項の規定に基づき、京都大学における核燃

料物質を使用する施設（以下「使用施設」という。）

に定めるべき計量管理規定については、使用施設

の規模及び核燃料物質使用の態様に即して、別表

に掲げる使用施設ごとに総長が定める。 

別表 

 理学部 

医学部 

医学部附属病院 

薬学部 

工学部（放射実験室を除く。） 

工学部放射実験室 

農学部（宇治地区を除く。） 

農学部（宇治地区） 

大学院人間・環境学研究科 

化学研究所 

ウイルス・再生医科学研究所 

エネルギー理工学研究所 

生存圏研究所 

原子炉実験所 

霊長類研究所 

高等研究院物質―細胞統合システム拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（複合原子力科学研究所の特例） 

第２０条 第６条第２項及び第３項、第９条第１項

から第４項まで、第１０条第２項、第１１条、第

１３条、第１４条、第１７条第４項、第１８条第

２項並びに第１９条の規定は、複合原子力科学研

究所に関しては適用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（同 左） 

 

 

 

 

 

 

別表 

 理学部 

医学部 

医学部附属病院 

薬学部 

工学部（放射実験室を除く。） 

工学部放射実験室 

農学部（宇治地区を除く。） 

農学部（宇治地区） 

大学院人間・環境学研究科 

化学研究所 

ウイルス・再生医科学研究所 

エネルギー理工学研究所 

生存圏研究所 

複合原子力科学研究所 

霊長類研究所 

高等研究院物質―細胞統合システム拠点 

 

   附 則 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 


